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＜ビジネスケース 資料 No.4＞ 

 

セイコーエプソン国内販売会社破綻そして再建・方向転換 

 

木村登志男 

 

主旨 

 NEC98 互換パソコンで急成長を遂げたセイコーエプソン国内販売会社エプソン販売は

さらなる成長を目指すが、時代の先を行くはずの超小型ノートパソコンで齟齬をきたした

のがきっかけとなって、その成長にかげりが見え始める。「しのびよる危機」に気付かず、

前進するが破綻し、社長交代にいたる｡後任社長の手でリストラ・再建を目指すが、その急

激な改革が社内に不協和音を生んでしまう。その破綻・再建のプロセスを追う。 

 

第１章 「２０００億円企業」の旗は降ろさず  

１．意気軒昂 ― 気づきがたい“しのびよる危機” 

 ８７年度・８８年度の２年間で売上を文字通り倍増させて１０００億円企業に到達した

エプソン販売。１９８９年度はチャレンジ目標売上１２９０億円を掲げて邁進したが、意

気込んで発表した最先端技術商品、時代の数歩先を行く超薄型ノートパソコン

PC-286NOTE Executive が不発に終わり、まったく予期しなかった東芝のノートパソコ

ン「ダイナブック」発売をきっかけとする市場変化に追随できなかった。そのため、パソ

コンの売上が予算を下回わり、売上は１１７７億円にとどまり予算未達となった。しかし、

岡本社長以下エプソン販売経営陣は意気軒昂だった。１９９０年度は売上目標１４００億

円、年率２０％の成長をめざした。「２０００億円企業」の目標達成は１９９１年度から１

年先延ばしするが、１９９２年度にはぜひとも達成したいと意気込んでいた。 

 １９９０年４月２日（月）、エプソン販売史上最多の新卒新人１６６名が入社した。新入

社員を加えると、従業員総数は１１００名を超えた。しかも、入社２年未満の社員が全体

の４０％近くという急成長、平均年齢２６歳の若い会社である。仕事が順調に進んでいる

ときは「若さ」は「力」になる。 

 １９９０年４月１４日開催された「第６回キックオフミーティング」は例年と違い、各

セクションから選出された社員による「キックオフ実行委員会」が主体となって企画した

もので、東條会館に３５０名を超える参加者が参集した。朝から夕方まで、びっしりとス

ケジュールが詰まった大イベントである。 

 岡本社長はその講話の中で、名実ともに一流の販売会社になるため、「激変の時代」９０

年代に向けてのエプソン販売の展望と課題を語って１９９０年度をキックオフした。 
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 「１９９０年代は 『激変の時代』と言えます。社会・経済・政治・文化あるいは芸術

といったあらゆる分野で変革が起こり、予測しがたい年代です。しかし、不確定性が増大

する年代のなかで、確実に予見ができ、しかも、エプソン販売の 90 年代の展望にとつて重

要なことを三つ取り上げてみたいと思います。 

一つは‟情報化”、二つ目は‟技術革新”、三つ目は‟社会的価値観の変化”です。 

 情報化は、言うまでもなく、高度情報化社会に向かって時代は動いており、そのスピー

ドがどんどん加速されています。この分野は、かつてない巨大なマーケットが形成され、

我々にとつて大きなビジネスチャンスが生まれます。 

 次に技術革新ですが、半導体の驚異的な進歩にみられるように、あらゆる分野の技術が

全く新しい次元の技術に飛躍を遂げる、という形で、イノベーションが起こります。この

イノベーションは、今申しあげた情報化の問題と相乗的に作用し、非常に大きなビジネス

チャンス形成のためのインパクトになります。同時に、競争の激化と、古いテクノロジー

の陳腐化を通じて、商品寿命の短縮化を招き、それによって市場はますます激変し、流動

的になっていきます。 

 三つ目の社会的価値観の変化というのは、たとえば、物質的な豊かさよりも、ゆとりで

あるとか社会に対する貢献であるとか、あるいは創造的な情報の発進であるとか、そうい

ったことをより重視する社会的風潮が、ますます強まってくるということです。」 

 

「具体的に１９９０年代におけるエプソン販売の課題について触れてみたいと思います。 

 

一つは‟人”の問題です。 

 人をつくる、ということの重要性は、90 年代に入り、ますます大きくなってきています。

高度情報化社会に向けて、お客様に対し、常に最も新しいテクノロジー・文化に密着した

具体的な提案ができる人材の集団を作ることが必要です。そのために必要な施策は、まず、

我々は魅力ある会社であり続けなければなりません。人を採用し、キープしていくために、

会社自体に魅力がなければならないし、一方では人材を磨くための教育・研修の仕組み・

しかけといったものを積極的に提供していくことが必要です。また、ゆとりの時間を生み

出すために、インフラストラクチャーとしてレベルの高いエ販 SEIGIS（統合情報システム）

を完成させることが必要です。 

  二つ目は、‟収益力”の問題です。具体的に言いますと、効率化による収益力の強化、

あるいは向上です。 

 積極的に投資を行ないながら、なお且つ成長を維持していくためには、収益力の裏付け

が必要です。組織の活性化という面から言っても、業績がいいということが、一番効果が

あります。そのために、従来の次元を越えた抜本的な効率化を進める必要があります。ズ

バリ在庫の削減と投資の削減が、私は当面の効率化につながると思っています。 

 具体的に言うと、完成品分野では、引き続きパソコンとプリンタが最重点商品というこ
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とになります。 

 非常にリスクも可能性も大きい分野ですから、ソフトもハードも激的な変化が顕著にな

るので、非常にキメの細かいフォローが必要になります。その差別化戦略の基本は、事業

部との総合力の発揮以外にはありません。 

 次にデバイス分野では、従来進めてきた顧客優先、市場密着型のトータル営業を目指し

ます。この路線をさらに強化し、グループ全体はもちろん、必要あれば他社の商品も含め

て販売できるような、層の厚い営業マンの集団をつくる、ということです。 

 三つ目に民生機器の分野は、早く１００億円台の事業部にし、健全なる赤字部門という

位置付けをぜひ返上してもらいたいということです。」 

 

「 経営方針は３項目を掲げました。  

一つが、『目標利益の完遂、目標売上の必達』です。 

 売上目標は１４００億円。これは年率２０％で、１９９２年度において、２０００億円

を達成するような位置付けになります 

 税引前利益は１０億円です。１９９０年度においては、売上高よりも利益額を重視して

います。かつてのように、売上を伸ばせば自動的に利益が出てくる、という時代は終わり

ました。『売上高』は『利益の確保』のためにある、という考え方が基本となります。 

 売上高のうち、４６０億円、全体の約３分の１をパソコンが占めます。したがって、パ

ソコンの帰趨が最大のポイントということになります。 

  二つ目の『営業力の強化・内部管理体制の確立』ですが、営業投資については、重点

分野に対しては引き続いて積極的な投資を進める、ということが基本になります。ただし、

単なる規模の拡大ではなく、質的な内容の充実を重視するということを考えなければなり

ません。内部管理体制の確立とは、仕事の流れ・仕組みが全体としてよく見える、さらに

問題があれば即時対応できるようにする、ということです。 

 最後に三つ目ですが、『人材の育成とそれを活かす仕組みづくり』です。 

 今年、１６６名の新入社員が入社し、結果として１１００名を越す人員になりました。

平均年齢も２６歳台の前半です。人材の開発と教育・研修の枠組みは構築されたわけです

から、今後、その中身を、数年かけて確実に充実を図っていくということが基本になりま

す。特に重要なことは、中間管理・監督者層が、目先のルーチンに埋没してしまうことな

く、先を見越した人づくりを積極的に進めることが非常に重要です。」 

（社内報「エソール」１９９０年４月号から抜粋） 

 

 しかし、１９９０年はほとんどの人が予想できなかったような厳しい展開となっていっ

た。 

一番大きな誤算は株価の暴落とそれにともなう実体経済への影響、バブル崩壊の始まり

であろう。１９８９年１２月２９日の東京証券取引所大納会で￥３８９１５の高値に達し
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た日経平均株価は、「年明けは４万円超えだ」という期待を多くの人に抱かせた。１９９０

年１月４日の大発会で￥３８９５０台まで上がる場面はあったが、終値は￥３８７１２円

にとどまった。以降、終値はわずかずつではあるが下げ基調となって、１月末には￥３７

１８５にさがった。その後も株価はわずかずつではあるが、下げ基調で、２月２１日にい

たって前日比１１６１円１９銭安の３万５７３４円まで暴落、その２日後の２月２３日に

は外国為替、債券、株価のトリプル安となり、東証平均株価は３万５０００円の大台を割

り込んだ。その後も株価は下がり続け、１０月１日には東証平均株価は２万円の大台を割

り込み、一時１万９７００円台をつける暴落となった。バブル経済に亀裂が入り、その崩

壊の兆しが現れた瞬間である。それ以降、実体経済への影響がじわじわと広がり、設備投

資・個人消費に影響を与え始める。 

 

 次に、主力のパソコン市場環境ではマイクロソフトのウインドウズとインテルの３２ビ

ットＣＰＵ・８０３８６の普及が本格化し、またラップトップパソコン環境でもカラーデ

ィスプレイが求められるようになってきた。ＭＳ－ＤＯＳ，１６ビットＣＰＵ，モノクロ

液晶ディスプレイの時代とは求められる開発戦力の規模がまったく違う時代が訪れようと

していた。 

また、ラップトップパソコンで主導権を握ったエプソンであったが、ノートパソコンで

は東芝のダイナブックに出し抜かれ、その後は NEC の９８NOTE に主導権を奪われた。エ

プソンは後手後手に回る苦しい事業展開を強いられた。 

コンピュータが主柱事業のＮＥＣに対しプリンタ・時計が主柱事業のセイコーエプソン

ではやがてその戦力差があらわれる日が迫っていた。 

さらに、日本ＩＢＭが世界標準ＤＯＳ／Ｖで仕掛ける日が近づいてくる。日本 IBM は１

９９０年１２月、OADG（Open Architecture Developers Group）を組織し、DOS/V の普

及・拡大に乗り出した。DOS/V が大きな勢力に育つまでにはまだ数年を要するが、次第に

９８陣営が安泰ではなくなる日がやってくる。 

 

 三つ目の危機は、社長がいくら「コミュニケーションを！」と声を大にして叫んでも、

組織のまとまりを欠き、大企業病症候群を生み出し始めていたことである。組織は肥大化

し、管理・監督者層の育成が追いつかない。また、大量の新入社員、NEC９８互換機 PC-286

シリーズの大ヒットで、「箱売り営業」が正常な営業だと思い込んでしまった新入社員たち

は「普通の商品」を売り込むすべを身につけることが出来ずにいた。それに加えて、その

ころセイコーエプソンに表れていた好ましくない兆候は懲罰的な幹部人事異動だった。端

的にいえば、「人を替えればうまくいく」式の発想で行なわれるトップマネジメント主導の

人事がかなり見受けられた。もちろんそれがうまくいった場合があったからこそ、二匹目

のドジョウを狙ったものではあったのだが。 
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 以上述べたような、社内・社外の危機がしのびよっていたのだが、その段階では当事者

はまだその危機に気がついていなかった。 

 

２．体制を整えて 

 １９９０年４月１日付けで、１９９０年度目標必達にむけた組織変更・人事発令が行わ

れた。主な変更点としては、営業統括本部長制の廃止、営業本部をスタッフの営業企画本

部とラインの営業本部に分割したこと、それに伴い業務管理本部を発展的に解消し、その

機能を営業企画本部に吸収したこと、ビジネスコンピュータ統括部を発展的に解消し、そ

の機能を営業企画本部と営業本部で分担吸収したこと等である。 

 

 基本骨格は６本部２統括部体制である。 

＊ 管理本部（本部長 望月取締役、松沢副本部長）：総務部・経理部・情報推進部およ 

           び経営企画課・ＴＱＣ推進課を所管 

 

＊ 人材開発本部（本部長 矢野取締役、登坂副本部長）：人事部・人材開発部を所管 

 

＊ デバイス営業本部（本部長 雤宮取締役）：第一営業部（ミニプリンタ）・第二営業部 

（マグネット・水晶デバイス・モジュール）・第三営業部（メモ

リーカード・ＴＭ）およびデバイス営業企画課・松本デバイス

営業所・名古屋デバイス営業所・仙台デバイス営業所を所管 

 

＊ 民生機器営業本部（本部長 河西取締役）：民生機器営業部を所管。スタッフ機能は 

営業企画本部と共有。 

 

＊ 営業企画本部（本部長 斉藤博美）：業務推進部・商品調達部・販売推進部・システ 

ム部・宣伝部を所管 

 

＊ 営業本部（本部長 木村専務）：東日本営業統括部（珊瑚統括部長）・西日本営業統括 

部（森 統括部長）および技術サービス部を所管。 

東日本営業統括部は東日本営業部・特販部・ＴＰ特販部・東京支店・東京中

央支店および札幌・仙台・秋田・松本・新潟・立川・大宮・横

浜・千葉の各営業所を所管。 

西日本営業統括部は大阪支店・大阪南支店・名古屋支店および静岡・金沢・

京都・高松・広島・福岡・鹿児島・沖縄の各営業所を所管。 

 

 そして６月２８日の定時株主総会およびその後の取締役会で斉藤博美・登坂征治が取締
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役に選任され、雤宮照夫・河西保美が常務取締役に昇任した。また、非常勤取締役として

降幡英男（プリンタ事業本部長）が選任された。なお同日付で取締役矢野文雄・栗田正弘

が退任した。 

 

３．汚名挽回へ ― 頑張るパソコン 

 ＰＣ－２８６ＮＯＴＥ Ｅｘｅｃｕｔｉｖｅが不発に終わり、またＰＣ－２８６ＮＯＴ

Ｅ Ｆで追随したものの、東芝のダイナブック、ＮＥＣのＰＣ－９８０１ＮＯＴＥに水を

あけられたノートパソコン分野でエプソンは１９９０年６月、起死回生をねらって、ＰＣ

－２８６ＢＯＯＫを発売した。ノートパソコン市場の急成長に対し、エプソンは携帯性を

重視したノートパソコンと操作性と機能を重視したブックパソコンの２本立て作戦を考え

た。ブックはエプソンの主張である９８ソフトを完全に使い切る「国民機」という観点か

らＦＤＤを２基搭載して、デスクトップとまったく同じ環境を整えた。ＣＰＵは８０Ｃ２

８６／１６ＭＨｚ，ディスプレイはサイドライト付きＦＴＮ白液晶表示体、ハードディス

ク内蔵タイプもあり、豊富なインターフェイスで拡張性に優れていた。開発に当たって、

電子機器事業本部はデバイス関係部門の全面的な協力を受け全社プロジェクトとして取り

組んだ。ブックの開発段階ではＣＰＵを８０３８６ＳＸにすべきであるという案も有力だ

ったが、夏期商戦に向けた発売タイミングを考えると難しいとのことから、８０Ｃ２８６

で商品化することに決定した。 

ＰＣ－２８６ＢＯＯＫの発売に当たっては、その準備に万全を期すため、電子機器事業

本部・エプソン販売合同の「ＢＯＯＫジャンボリー」を開催した。ディスカッションのテ

ーマは「ＰＣ－２８６ＢＯＯＫシリーズ１０万台達成にむけて具体的行動を起こそう！」

だった。 

 販売価格はＳＴＤが￥２５８，０００、２０ＭＢハードディスク内蔵タイプが￥３７８，

０００だった。 

 生販一体の販売努力が功を奏してＢＯＯＫは急速にシェアを拡大した。とくに初心者を

中心としたユーザー層を拡大し、市場の底辺を広げＥＰＳＯＮブランド浸透に貢献した。 

 

 ノートでは１０月にエプソン初の３２ビットノートパソコンＰＣ－３８６ＮＯＴＥ Ａ

を発表した。Ａは Advanced のＡである。ＣＰＵは８０３８６ＳＸ／１６ＭＨｚという高

性能、２０ＭＢのハードディスクパックが搭載可能、３．５インチＦＤＤ＋ＩＣカードド

ライブの先進ツインドライブ、モデム内蔵スロット付き等の特長を有していた。 

 価格は本体が￥２６８，０００、ハードディスクパックが￥１３０，０００だった。 

          

ラップトップに求められたカラー化に対してはアクティブマトリックス方式の液晶ディ

スプレイを搭載したＰＣ－３８６ＬＳＣ（￥９８０，０００）を５月に発売し、その後廉

価版のＰＣ－３８６ＬＳＸを発売する。ＬＳＸはディスプレイに単純マトリックス方式の
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ＮＴＮカラー液晶を搭載したモデルで価格は￥８００，０００、この時代のカラー液晶デ

ィスプレイは驚くほど高価だった。 

 エプソンの頑張りは頑張りとして、８０３８６ＣＰＵを搭載したノートパソコンやカラ

ーラップトップでもエプソンはＮＥＣの後塵を拝した。ＮＥＣが３８６ＳＸ／１２ＭＨＺ

を搭載したノートパソコン“ＰＣ－９８０１ＮＳ「ＮＯＴＥ ＳＸ」”（￥２９８，０００）

を発表したのが、５月１４日でエプソンより５ヶ月早いし、ＮＥＣのカラーラップトップ

にいたっては８０２８６/１２ＭＨｚのＣＰＵとはいえ“ＰＣ―９８０１ＬＸ５Ｃ”（￥７４

８，０００）がエプソンより８ヶ月早く、１９８９年８月に発売されている。エプソンは

後発になってしまった分、性能・機能・拡張性などＮＥＣを上回る商品で追いかけるのだ

が、一般にはなかなかそうは認めてもらえなかった。 

 その意味ではブックはエプソンユニークなオリジナル商品で存在感があった。 

 

 エプソンユニークを狙った商品はブック以外にも２機種あった。９月に発表された“Ｐ

Ｃ－２８６Ｃ”，すなわちＰＣ ＣＬＵＢと“ＰＣ－２８６ＬＰ”，すなわちＰＣ ＯＮＥ

である。ＰＣ ＣＬＵＢは本体とキーボード一体型の低価格パソコン（￥１６８，０００）、

ＰＣ ＯＮＥは２４ドット熱転写漢字プリンタを内蔵したパソコン・プリンタ一体型の機

種でワープロユーザーを潜在顧客に想定したモデルだった。エプソン販売はこの２機種の

マーケティングに知恵を絞った。ＰＣのコマーシャルキャラクターには発売以来Ｆ１レー

サーの中嶋悟を起用してきたが、ＰＣ ＣＬＵＢについては当時人気のロックグループ“リ

ンドバーグ”を、ＰＣ ＯＮＥについては作家の椎名誠をそれぞれコマーシャルキャラク

ターに起用した。PC CLUB は専門家筋の間では入門機として評価が高かったが、市場の反

応は期待したほどには大きくなかった。エプソン販売担当者のマーケティング努力、営業

努力にもかかわらず、これら２商品は単発で終わった。 

 １９９０年パソコン業界で注目すべき動きは、前にも述べたように１２月に日本ＩＢＭ

がＯＡＤＧ（Open Architecture Developers Group）を設立し、ＤＯＳ／Ｖ規格の普及に

着手したことである。ＤＯＳ／ＶがＮＥＣの対抗勢力に育つまでにはあと数年を要するが、

その第一歩が踏み出されたのである。 

 翌１９９１年２月エプソンはＰＣ－３８６ＢＯＯＫ・Ｌ（３８６SX／１６MHｚ:¥３７

８，０００）を発売する。そして、その翌月３月に日本ＩＢＭは世界初のＤＯＳ／Ｖ対応

ノートブックパソコン“ＰＳ／５５ｎｏｔｅ”（３８６SX／１２MHｚ：￥２３２，０００）

を発売する。３８６SX として１６ＭＨz と１２ＭＨz の性能差、そして「ブック」と「ノ

ート」の機能・使い勝手があるとはいえ、エプソンの９８互換機と日本 IBM の DOS/V 機

の価格差（３７万円対２３万円）は歴然としていた。後に世界標準となるＤＯＳ／Ｖは低

価格メリットでＮＥＣ９８陣営に挑戦を開始したのである。 

 ＮＥＣばかりではなく日本ＩＢＭという新たな競争相手が出現した状況の中で、しかも

株価暴落から実体経済へ影響がおよんだ市場環境悪化のなかで、エプソンのパソコンは精
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一杯戦ったが、１９９０年度初めの売上目標４６０億円には及ばず、売上は４４６億円に

とどまった。なおかつ景気悪化にともなう価格競争の激化から価格を引き下げて売らざる

をえず、大幅な赤字に転落してしまった。 

 

 人事の面でも、動きがあった。ＮＥＣ９８互換機開発当初から商品企画・設計の責任者

だったセイコーエプソン電子機器事業本部副本部長の内藤興人が９月１日付で本社の総合

技術商品化推進室に異動になった。内藤の抜けた穴は設計部門を３分割し、若手部長４名

で埋めることになった。 

  機器設計一部（部長 池田勝幸・内田健治） 

  機器設計二部（部長 赤羽正雄） 

  機器設計三部（部長 細川 稔） 

という体制である。 

その４ヶ月余り後、パソコン営業をリードしてきたエプソン販売取締役営業企画本部長

の斉藤博美が１９９１年１月２１日付けでエプソン販売取締役を辞任し、セイコーエプソ

ンに復帰した。 

 パソコンの開発と営業は次世代のリーダーに託された。 

 

４．市場環境悪化・経費節減・赤字転落 

 市場環境の悪化はプリンタ事業にも影響を及ぼした。前年過去最高の２０８億円の売上

を達成したプリンタは１９９０年度も引き続き新製品を投入した。 

ド ッ ト イ ン パ ク ト プ リ ン タ で は VP-960(¥116000) 、 VP-1600(¥123000) 、

VP-2600(¥143000), ４８ ドッ トと ２４ ドット のデ ュア ルモ ードヘ ッド 搭載 の

XP-2000(¥196000)など、 

サーマル（熱転写）プリンタでは２４ドット漢字カラーの AP－600(¥62800),４８ドット

漢字カラーの AP－900(¥92800)など、 

インクジェットプリンタでは４８ドット漢字プリンタの HG-4000(¥196000), 

そして日本語ページプリンタでは LP-7000(¥471000),と LP-3000(¥254000) 

などの新製品である。それにもかかわらず、売上高は１９４億円と前年度を下回り、利益

はブレークイーブンだった。 

 

 市場環境の悪化を受けて、全社的な経費節減活動が展開された。急速に成長した会社で、

バブルの影響から膨らみきった企業体質。売上を急速に伸ばそうと努力したにもかかわら

ず、売上は計画どおりには伸びなかったが、経費だけはかかってしまったという構図の企

業体質である。人員にしても売上が伸びる前提で、新規採用・中途採用を目一杯行って、

その先行投資が戦力として生きなかった企業体質でもある。経費削減活動に真剣に取組む

と、短期的な成果はすぐに現われた。第４四半期、とくに２月・３月はキャンペーンの成
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果が如実に現われて４億円の改善ができた。 

この頃、社員の間でも、急速に膨れ上がった組織、それも細分化されすぎてコミュニケ

ーションがうまく取れないという問題が提起されていた。また、大企業病症候群にかかっ

ているのではないかという問題提起が社内報「エソール」でも取り上げられていた。主力

のパソコンの商品競争力が落ち、市場環境が悪化すると入社２年目未満の社員が全体の４

０％近くを占める若い組織の問題点が一気に噴出してきたとも考えられる。しかし、急成

長企業が一度は通らなければならない道でもある。明日への道を切り開くためには、これ

をチャンスに徹底的に組織を強化し、筋肉質の体質に切り替えなければならない。 

 エプソン販売の１９９０年度の売上高は１２７４億円、売上目標１４００億円に対して

達成率は９１％だった。売上内訳はパソコン・プリンタ等の情報機器が７８０億円、民生

機器が５０億円、デバイスが４６４億円だった。経常損失は８．８億円。１９８５年度以

来５年ぶりの赤字決算となった。 

 

第２章 「足元を固め新たな飛躍をめざす ―“Ｊｕｍｐ Ｕｐ ９１”」 ： 

さらなる経営環境悪化と市場激変に見舞われた１９９１年度 

 

１．２０００億円企業にあくまでこだわる 

 １９９０年度の業績が振るわなかったのはエプソン販売だけではない。親会社セイコー

エプソンも売上高対前年比９７％、経常利益は対前年比５７％と業績が悪化した。金利上

昇による負担増、特許料支払い増、事業終結費用、東北エプソンの半導体工場建設等が重

なり収益を圧迫したのだ。 

１９９１年度に臨んで、中村社長は経営方針の第一番目に「商品力を飛躍的に高める」

を掲げた。中村社長はエプソン販売の９１年度キックオフミーティングの講話の中で、次

のように述べている。 

 「時代の先を行くのがエプソンだと言われてきました。これは商品が時代をリ－ドして

いるからこそであり、そういう見方からすると残念ながら今私は危機感を持っています。

従って方針のトップにこれを掲げました。」 

 「常に時代の先を行くのがエプソンであり、時代のあとからついていく、そんなエプソ

ンではだめだということ。それを全社員が認識しなければならないと思います。」 

 

 それを受けて、岡本社長は９０年度の反省を踏まえ、９１年度の経営方針を次のように

述べた。 

「当社が創業満１０周年を迎える１９９３年において、売上高２０００億円、税引前利

益４０億円……つまり売上高利益率２％の会社になるということがまず第一です。ただ単

に数字の上でそういう会社になるということだけではなく、９３年度には将来の発展への

ダイナミズム（活力）に溢れた会社になる、ということです。そして９１年度はその９３
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年度へ向けての基盤をがっちりつくる、足元を固める初年という位置付けで考え、９１年

度を土台にして着実かつ加速度を付けて飛躍を果たす、ということです。売上高で言えば

１０％の伸びではありますが、９２，９３年に１５％、２０％と伸ばすことができれば２

０００億円に手が届くということになります。これらのことから、１９９１年度の売上目

標を１４１５億円、税引前利益を４億円と設定しました。」 

 

売上・利益目標達成のための体制作りについては２月２１日付けで組織整備を行なった。 

 「これは黒字体質への転換を強く意識したものです。具体的には本部ブロック制をしき、

それぞれのプロフィットセンターには売上高、粗利高および経費の管理責任を持たせる。

スタッフ部門には経費予算を持たせ、全体としての業績管理をしっかり行なえる体制をつ

くる。 

さらには、新しい分野としてシステム営業本部を発足させました。」 

 

１９９１年度の経営方針スローガンは 『足元を固め 新たな飛躍をめざす ― JＵ

ＭＰ ＵＰ ９１』と定めた。 

 「これは、今から我々がやろうとしている広範囲で多岐に渡る全社運動の旗印に当たる

ものだと考えてください。９３年までの３年間、常に我々はこの JＵＭＰ ＵＰ９１という

言葉を意識し、合言葉として全社活動を展開していきます。」 

 このスローガンのもと、年度経営方針として４項目が掲げられた。 

「１．新分野、新市場の開拓 

２．主軸商品、主要チャネルにおける利益の増大 

 この二つの項目は、市場が構造的に大きく変化していくという前提に立った中で、既存

分野の売上を思い切って伸ばし、効率を上げ儲けを増やして、それを生かすことで新しい

分野への進出を図ろう、ということです。新しい分野には先行投資が必要になります。そ

の先行投資の源資は既存の分野がメインのソース（源泉）となるということを理解しても

らいたいと思います。 

 この新しい分野というのはシステム化に対応する分野のことです。完成品については文

字どおりシステム営業。デバイスについても今までの単品のデバイス営業ではなく、複合

化・総合化して地域密着あるいは顧客密着型の営業を展開するという意味でのシステム化

です。」 

「３．経営効率の向上と管理機能の充実 

 これは、仕事のしかた、管理の仕組みというものの効率化を徹底的に図るということで

す。この中の管理機能の充実とは尐数精鋭を意味しています。これも新しい分野への、特

に人的な資源のソースになると考えます。つまり、既存の分野から新しい分野へ、あるい

は管理部門から売上を生む部門へ、積極的に人をシフトしていくことを考えたいと思いま

す。」 
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「４．人材の育成と組織力の強化       

 若手社員の育成や管理職のリーダーシップを発揮できるような仕掛け、仕組みをつくる

ということ。そして風とおしが良く、コミュニケーションをしっかりとれるようなことを

考えていきたいと思います。 

縦・横しかも双方向から本物のコミュニケーションをとることが不可欠の要件です。」 

（エプソン販売社内報「エソール」１９９１年４月号より抜粋） 

 

２．組織新体制そして６月の役員人事・７月の木村専務辞任 

 岡本社長がキックオフミーティング講話の中で述べた、売上・利益・経費責任を明確に

した２月２１日付の本部ブロック制の組織体制は以下のようなものである。 

 各営業本部は採算責任または費用責任を負えるように本部傘下に必要な機能を所管する

とともに、製品ジャンルごとの責任体制を明確化した。また、本部長人事では若手を抜擢

した。 

 本部および本部長級人事は次のとおりである。 

   管理本部（本部長 望月取締役・副本部長松澤 功） 

   人材開発本部（本部長 登坂取締役） 

   デバイス営業本部（本部長 雤宮常務） 

   民生営業本部（本部長心得 伊藤義純） 

   営業企画本部（本部長心得 森茂光） 

   システム営業本部（本部長 木村専務・副本部長鶴石悠紀） 

   営業本部（本部長 珊瑚祐二）   

 技術サービス本部（本部長 赤羽達郎） 

 

 上記の組織のポイントは管理部門をスリム化し、部課長級をはじめ人材を営業部門に配 

置転換したこと、民生機器の企画部門を営業企画本部から民生機器営業本部に移管し、民 

生機器営業本部を完全独立の本部にしたこと、そして最大の目玉はシステム営業本部の新 

設である。副本部長の鶴石悠紀はセイコーエプソンの初代営業課長経験者で、経歴として 

は開発部門、アメリカ駐在、業務本部営業部長、IC 営業部長、開発本部長付などを歴任し 

てエプソン販売に新たに出向となった人材である。 

 常務取締役河西保美は常務専任で岡本社長を補佐することになった。 

 

 上記の本部長級の幹部のうち、松澤功、珊瑚祐二、森茂光、伊藤義純は４ヵ月後の６月 

２５日の定時株主総会で取締役に選任された。またその後の取締役会で望月取締役は常務 

取締役に昇任した。 

  

 その１ヵ月後、突然専務取締役木村丈夫が辞任し、セイコーエプソンに復帰してウォッ 
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チ事業統括傘下の小型情報機器事業部長に就任した。創業以来、岡本社長の右腕としてエ 

プソン販売の経営を支えてきた功労者木村専務の辞任は周囲を驚かせた。右腕をもぎ取ら 

れた岡本社長の落胆は察するに余りある。 

エプソン販売は岡本社長以下、３常務４取締役体制、３常務のうち常務専任は河西常務 

１人の体制に代わった。 

 

３．バブル経済崩壊、パソコン急落 

 ４月、体制を再度整え、目標・方針を明確に定めてスタートしたエプソン販売の１９９ 

１年度であったが、経済環境・市場環境はますます厳しくなっていった。 

経済環境で言えば株価は低迷し、地価下落など大型景気にかげりが見え、設備投資は削 

減され、個人消費は落ち込んでいった。高度情報化社会に向かって積極的に行なわれてき

た情報化投資にも翳りが見えてきた。 

 

 主力のパソコンでは主戦場がノートパソコンと３２ビットの８０３８６CPU パソコンに 

移ってくるが、両方ともエプソンは NEC に遅れをとり、巻き返せない状況が続いていた。 

ノートパソコンに関して言えば、５月に NEC が先手を打って、PC－9801 NS/E シリー 

ズを５月１３日に発表した。CPU は３８６SX/１６MHz、価格は￥２７８，０００だった。 

エプソンは１ヶ月遅れで PC-386NW シリーズを６月７日に発表、CPU は３８６SX/１６ 

MHz、価格は￥２７８，０００である。NEC,エプソンともに CPU と価格は同じであるが、 

エプソンのノートパソコンは２FDD 内蔵が売りだった。エプソンはノートタイプといえど 

もあくまでデスクトップと同じ環境を追及した。９８のアプリケーションソフトという国 

民的財産を生かしきる「国民機」の実現こそエプソンの基本理念だったからである。 

 デスクトップパソコンでは６月に PC―３８６G の CPU をレベルダウンし、劇的に価格 

ダウンした PC－３８６GS(３８６SX/２０MHｚ；￥３９８，０００)と PCー３８６ＧＥ（ 

386SX/１６ＭＨz；￥２９８，０００)を発表した。１月に NEC が発表した PC-９８０１ 

DS（３８６SX/１６ＭＨz）の価格￥３５８，０００に較べて２０％プライスダウンした機 

種で、エプソン３２ビットパソコンの普及・地盤強化をねらった新製品だった。 

また、エプソン MS－Ｗｉｎｄｏｗｓ３．０日本語版を６月２７日に発売したが、NEC 

に遅れること半年だった。 

 

 コンピュータビジネスの流れにも変化が起きつつあった。５月１５日から１８日まで開

催された「第７２回ビジネスショウ」のテーマは「アメニティ・オフィス ― 知的に、

豊かに、快適に」だった。エプソンのブースもその流れに沿い、ネットワークをメインに

展開した。 

 夏の商戦にあたっては、６月３日「Summer Jump Up！いけ！いけ！W NOTE キャン

ペーン」キックオフ大会を開催した。エプソン販売・セイコーエプソン電子機器事業本部
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の関係者が出席し、盛大に行なわれた。６月１８日には「夏期店頭支援者受入式｣を行い、

万全の準備を整えて夏期商戦に臨んだ。 

 

 経済状況が悪化するなか、自陣営の商品競争力が十分でないなか、岡本社長はキックオ

フミーティングでの売上１４１５億円、利益４億円というコミットメントを達成しようと

必死だった。エプソン販売の日本全国の支店・営業所・出張所くまなく回り販売を督励す

るとともに、精力的に販売店を訪問しては販売協力を依頼した。生真面目で責任感の強い

岡本社長はその激務の中で、次第に体調を崩していった。とくに７月に頼りの木村専務が

セイコーエプソンに復帰して以降はまさに孤軍奮闘の感があった。 

 

 年末商戦を迎えるにあたって、商品力の強化された新製品が続々と発表・発売された。

パソコンでは１０月に、 

カラー液晶ディスプレイ搭載の PC-386Book LC/LX(LC は MIM アクティブマトリック

ス液晶で¥658,000,  LX は単純マトリックス液晶で¥498,000)、と 

386ＳＸ/１６ＭＨz CPU を搭載したノートパソコン PC-386Note AE(¥238,000)そして 

３０×３０cm の超コンパクトボディのデスクトップ、PC-386P(386SX/16MHz,¥268,000)

の３機種が発表された。 

 プリンタではカラードットインパクトプリンタ VP-2061(¥128,000) 

高速印字・水平ローディング方式でオリジナル＋７枚コピー可能なドットインパクトプ

リンタ VP-5150F（¥750,000）, 

サーマルカラー漢字プリンタ AP-1000(¥97,800), 

高印字品質インクジェットプリンタ HG-5130(¥226,000), 

２４ピンドットインパクト漢字カラープリンタ VP-5074(¥288,000), 

４８ピンドットインパクト漢字プリンタ VP-5085(¥213,000), 

普及価格の日本語ページプリンタ LP-2000（¥198,000） 

が発売された。 

 

しかし、パソコン市場での競合はＮＥＣだけではなく、DOS／Ｖ陣営とアップルの攻勢

も加わってますます激しくなり、価格は低下していった。１０月には入ると、東芝がＶＧ

Ａ対応の３８６ダイナブックを発売し、ＯＡDＧ入りを鮮明にしてきた。アップルは

PowerBook と Macintosh Quadra、２機種の日米同時発売を発表した。１１月には富士通

がＦＭ ＴＯＷＮＳⅡＣＸ/UX を発表した。 

 年末商戦にあたっても、エプソン販売は精一杯の努力を傾注したが、設備投資・情報化

投資削減、個人消費低迷の経済環境のなか、また、ＮＥＣ，ＤＯＳ／Ｖ陣営、アップルが

加わって激戦となったなかで、期待する成果の達成は困難を極めた。 
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 年度末の２月・３月の商戦も低調で、１９９１年度エプソン販売の売上高は１１７９億

円にとどまった。年度初めの目標１４１５億円にはるかに及ばないばかりか、前年度実績

の１２７４億円も下回ってしまった。最大の誤算はパソコンの急落で前年度比７０％の３

１５億円、そしてプリンタも前年度割れの１８６億円にとどまった。その結果情報機器完

成品の売上高は前年度比８３％の６４６億円と大きく業績の足を引っ張った。民生機器が

前年度比１２８％の６４億円、デバイスが前年度比１０５％の４６４億円と不況のなかで

健闘しただけに遺憾な結果であった。 

 売上よりも問題は利益である。経常損失２９．７億円という大赤字を計上してしまった。 

 

 大赤字はセイコーエプソン国内 PC 事業部も同様だった。中村事業部長は事業部再建のた

め、「人員半減」、「組織・人事大幅簡素化」という大リストラを敢行して、方向付けを明確

にした後、辞任を申し出た。後任の事業部長はシステム事業部長木村登志男が当面兼務で

担当することになった。 

 

 エプソン販売の大赤字も親会社セイコーエプソンの業績が順調であれば、救いようはあ

ったが、１９９１年度のセイコーエプソンの業績は大変厳しく、前年度比４分の１程度の

黒字しか計上できなかった。翌１９９２年度はさらに厳しく、かろうじて黒字決算にはな

ったものの、厳しく決算すれば実質赤字という状況まで追い込まれる。このような状況下

では、エプソン販売に自力更生を求める以外に選択肢はなかった。 

 

４．岡本社長辞任、社長交代 

 夏の商戦が終わり、秋から年末商戦を迎える頃、岡本社長の体調はさらに悪化していっ 

た。それを心配したセイコーエプソンのトップマネジメントは任期途中ではあるが、エプ 

ソン販売の社長交代を決断した。セイコーエプソンの社長は６月の定時株主総会後の取締 

役会で中村社長から安川社長に交代し、中村社長は代表権をもたない副会長に就任してい 

た。１１月２１日、エプソン販売の臨時株主総会と取締役会が開催され、岡本社長が辞任 

し、後任の社長にはセイコーエプソン専務取締役情報機器事業統括だった土橋光廣氏が就 

任した。岡本 達氏はセイコーエプソン専務取締役に就任した。 

 岡本社長は志半ばでエプソン販売を離任しなければならなくなった。察するに、さぞ無 

念であったに違いない。しかし、社内報「エソール」に寄せた退任挨拶は「一流の販売会 

社を目指して頑張ってほしい」という、就任以来まったく変わらないメッセージを基調と 

する、爽やかなものだった。 

 

 後任の土橋社長も同じく「エソール」で次のように述べて岡本社長の労をねぎらった。 

「創立以来、八年余りの長きに渡り、当社を発展させ、今日の地歩を築かれた前任の岡 

本社長には、心から敬意を表したいと思います。そして、皆さんと共に大きな拍手を贈り
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たいと思います。 

 『岡本さん、本当にありがとう。後はしっかり引き受けましたよ。これからは、セイコ 

ーエプソンでは数尐ない、むしろ唯一の営業経験を持つトップとして、マーケティング指 

向の経営への転換に貢献してください。そして、これからもエプソン販売の経営に、各面 

からアドバイスをしてください。当社はいつもあなたのためにオープンですから……』」 

（エプソン販売社内報「エソール」１９９１年１１/１２月号より抜粋） 

 

１９９１年１１月２１日以降エプソン販売は自力再建を目指して、新しいステージに入 

っていく。 

 

第３章 エプソン販売再建計画スタート 

 

１．新社長登場― お頭（ず)を拝借！・知恵の嵐を！ 

 エプソン販売が苦境にあえぐなか、土橋新社長が颯爽と登場した。土橋社長はもともと

相澤専務とともに、信州精器広丘工場を興し、ミニプリンタ事業を成功させ，液晶表示体

事業、電子機器事業、プリンタ事業を育てて今日のエプソンを築き上げた立役者である。

相澤専務とともに日本の情報機器産業では名前の通った人である。そのうえ、つい先日ま

で、セイコーエプソンの情報機器事業統括として、全世界の情報機器オペレーションを指

揮してきた人なので、日本の情報機器業界の事情にも明るく、人脈・ネットワークも豊富

である。ソリューション・ビジネスへの転換の必要性に関しては、日本 IBM トップとの交

流の中で、IBM が経営再建のため体質改善を急速に進めており、その一環で日本 IBM もハ

ードウェア主体の事業から、急速にソリューションビジネスに舵を切り替えようとしてい

ることを知悉していた。バブル経済が崩壊し、きわだった特徴の出しにくいハードウェア

の大量販売では利益が上げられないようになった以上、付加価値はソフト・サービス・サ

ポートにあることは明らかで、エプソン販売の進むべき方向ははっきりしていた。また、

ダウンサイジング・リーン化（筋肉体質化）も避けて通れない道だった。 

 

 土橋新社長はその就任挨拶で自らの想いを次のように語っている。 

「皆さんご承知のとおり、我々を取り巻く経済環境が急変し、しかも市場が構造的転換

をするというダブルパンチに見舞われ、産業界のパラダイムが大きく変わろうとしていま

す。それは、今までの延長線でものを考えていてはダメで、経営のスタンスもマネージメ

ントの方向や方法も変えていかなくてはならないということです。言うならば、販売でメ

シを食う、販売力が生命線であることは変わりませんが、右肩上がりの『数量』や『売上

高』を伸ばせば良いという成長路線から、『質』即ち『利益』創造の経営へと視点の転換が

必要だということです。また、セイコーエプソンの事業部のつくつた『モノ』を売りまく

る会社から、事業部と一体となって売れる『モノ』を創造し、顧客満足度（CS＝Customers 
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Satisfaction）の高い『モノ』のほか、サービス、サポートなどの『コト』を市場に提供す

るサプライヤーになろうということです。 

 また、別の切り口から言いますと、『安いモノ』（単品・部品）を大量に売る会社から、『技

術に知恵を加えて一味違う付加価値の高いモノやサービス』を適正価格で提供する会社に

していこうということです。このことを、コンピュータやプリンタなどの情報機器の分野

に当てはめてみると、単なるボックス・ムーバー（単品・箱売り）から脱皮して、顧客の

求めるソリューション（欲求や困っているコトを解決してあげる）を提供できる会社にな

るということです。そのためには、ハードやソフトの商品のほか、販売、サービスに渡り

多面的に他社との提携や協力化を進めていく必要がありますし、ブランド営業と OEM 営業

との共存を図る道を開かなくてはなりません。これらのことを進めるための『しくみづく

り』『人づくり』が、社長としての私の大きな仕事だろうと思います。 

 いずれにしましても、当社の使命は強い販売力であります。それを支える基盤は、『マー

ケティング』と『CS（顧客満足）経営』です。TQC がみんなでやる QC 活動であるように、

みんなでやるマーケティング（TMK）と CS（TCS）を進めていきたいと思います。事業

部門と一体となって、商品企画から設計、販売チャンネル、サービス、宣伝広告まで、き

め細かく連携の取れたマーケティング―『マトリックス・マーケティング』―の展開

ができるしくみづくりをしていきます。 

 また、販売もマーケティングも CS 活動もベースは「人」です。我々の資産は唯一「ヒト」

です。この資産は知恵を産み出しますし、燃えると大きなシナージー効果を発揮し、大き

な力となります。 

私は常々『楽しく働いてもうけよう』ということをマネージメントの原点に置いていま

す。人はだれでも、自分の意見やアイデアが具現化されることは大変楽しいことですし、

アイデアや知恵を組織化して、ビジネスに、経営の効率化や改善・改革に結び付ければ利

益の創造につながります。社内の至るところに 『知恵の嵐（アイデア・ストーム）』が渦

巻いている。そして、それがいろいろなルートで提言され、ディスカスされて練り上げら

れ、商品やサービスや CS・MK につながっていく。そんな会社にエプソン販売をしていき

たいと思います。 

 

 『どうぞ皆さん、お手を拝借』いや『どうぞお頭（ず）を拝借！ エプソン販売の皆さ

ん！』」 

（エプソン販売社内報「エソール」１９９１年１１/１２月号より抜粋） 

 

２．夢のある現実路線 ― 質の転換とリストラ 

 土橋社長はエプソン販売の経営再建には営業の質的転換と水ぶくれ体質の是正、すなわ

ちリストラの両方が必要だと考えた。 

営業の質的転換とは、「売れるものを売る」という、いわゆる「箱売り」営業から、付加
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価値・知恵を加えたソリューション営業・提案型営業・あるいはサポート・サービスを加

えたシステム営業など、煎じ詰めればＣＳ（顧客満足）営業への転換である。そのために

は全社員が知恵を出し合い、その知恵をオープンにすることによって更なる知恵をつぎ足

していく、知恵が知恵をよぶ「知恵の嵐」活動が必要だと説いたのである。 

水ぶくれになったエプソン販売の体質を筋肉質に転換するためには、拠点の統廃合や仕

事の集中化、そして現業人員を削減してＣＳ営業へ回す人員を捻出することなどが必要だ

った。しかし、「リストラ」を前面に押し出すと、どうしても会社全体が暗くなるし、「後

ろ向き」の姿勢に見えてしまう。そこで土橋社長が打ち出したのが「夢のある現実路線」

だった。つまり、「将来に向けて付加価値やＣＳを高めることに夢を描き、ビジョンを示し、

そうしたところには人もお金もかけていく、その一方スリム化も経費削減もやる」という

ことである。またエプソン販売の役割・存在意義について土橋社長は新年挨拶会で「昨今

漂ってくる不況感と市場構造の変化の中で、当社の存在価値は事業部とお客様との間に立

ち、そこに知恵を加えてお客様に満足が提供できるかどうかで決まる」と述べ、ＣＳ営業

の理解と自覚を求めている。 

 

 土橋社長の行動は迅速だった。厳しさを全社員に実感させるために、自ら早朝出勤を開

始し、朝７時４５分には出社、８時からは重要会議を招集し、重要案件の方向付けと幹部

社員の意識改革を促した。始業の９時、多くの社員が出勤してくる頃には既に一仕事終わ

っているという図式である。また、役員レベルの経営会議とは別に、「夢」を生み出すため

には３０代半ばから４０代の実務に精通し、アイデアも活力もある部課長の意見を積極的

に吸い上げ、活用することだと考え、「ジュニアボード｣を組織した。あるいは、システム

営業・ソリューション営業に精通した営業リーダーがぜひ必要だと判断すると、日本ＤＥ

Ｃを退職した元常務・営業担当の山根茂昭氏をエプソン販売顧問に招き、自らの右腕にし

た。山根顧問には経営会議やジュニアボードに参画させるとともに、ソフト・システム志

向の新規ビジネスプロジェクトのアドバイザーを委嘱した。 

土橋社長と山根顧問はセイコーエプソンがＤＥＣ製品の顧客だったことから知り合い、

その後ＤＥＣのワークステーションをサーバーとし、エプソンのＰＣをクライアントとす

るネットワークシステムの共同事業（ＥＤプロジェクト）を推進したことから関係を深め

ていた。 

 

 そのＥＤプロジェクトは２年近い検討・準備を経て、１９９２年６月３日、セイコーエ

プソン、エプソン販売、日本ＤＥＣ３社の業務提携正式調印として結実し、明治記念館で

記者会見が行われた。記者会見および代理店向け発表会にはセイコーエプソン安川社長、

エプソン販売土橋社長、日本ＤＥＣエドモンド・ライリー社長がそろって出席した。 

記者発表に約２００名、代理店向け発表会に２２０名が集まり、盛大な発表会となった。 

 発表会では、約 2 年間にわたり 3 社間で詰めてきた業務提携内容と、具体的な商品・販
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売戦略が披露された。異なる歴史・文化を背負う３社の共同作業＝ＥＤプロジェクトの始

まりだった。 

そのおよそ１ヵ月半後、７月２３日にはセイコーエプソン日野事業所に３社の共同オフ

ィスが開所され、総勢２６名のスタッフが働くことになる。エプソン販売内の組織名称も

ＥＤプロジェクトからＥＤビジネス推進部に改められた。 

 このＥＤプロジェクトとの関連もあってセイコーエプソンは日本ＩＢＭが推進するＯＡ

ＤＧ協議会に対し、「ＰＣオープンアーキテクチャー推進企業」の登録を行った。ＰＣ－Ｌ

ＡＮ市場に適切に対応するため、よりネットワーク環境に適したＤＯＳ／Ｖ市場対応のサ

ーバーも必要となるためであったが、ここからエプソンは９８互換機とＤＯＳ／Ｖの両面

作戦を取り始める。 

 

 ジュニアボードでは活発な討議が行われた。各自が担当しているビジネスについて細部

まで熟知しているから皮膚感覚もあるし、リアルタイム性もある。議論の中から具体案が

飛び出し、土橋社長によって方向付けがなされていった。 

その中には海外メーカーとの業務提携もある。 

具体的には１０月２２日米国のＮｏｒａｎｄ社と無線ハンディターミナルを活用したデ

ータコレクションシステム・ネットワーク事業で業務提携に合意、１０月２９日米国サン

ディスク社と同社製シリコンディスク（小型半導体メモリーカード式記憶装置）の国内販

売代理店契約を締結、などである。 

また、ＣＡＤプロジェクトの１つの成果として１１月１９日、デスクトップＣＡＤ分野

で米国オートデスク社と販売提携が行われた。それを受けて１２月に発売されたのが、Ｃ

ＡＤシステム製品「ＥＰＳＯＮ ＣＡＤ－ＳＴＡＴＩＯＮ－Ａ」である。これはエプソン

の高速４８６マシンにオートデスク社の「ＡＵＴＯＣＡＤ ＲＥＬＥＡＳＥ １２」を本

システム専用に改良しバンドルしたものである。 

これらの業務提携・販売提携は、エプソン販売も国内にだけ目を向ければよいという時

代から英語もしっかり勉強し、世界に広く目を向けなければならない時代が来たことを社

員に印象づけた。 

 

 国内での成果では、担当者主導でまとまったプロジェクトがいくつかある。 

例えば、長野営業所が主導したミナトエレクトロニクス社との学校市場・ＦＡ（Factory 

Automation）市場をターゲットとしたネットワークビジネス（ＥＭプロジェクト）が８月

からスタートした。リーダーの平林敏彦（現総務部部長）は「ＥＭプロジェクトは、いま

までに各地域あるいは各拠点が独自に取組んできたネットワークシステムの物件を分析し、

エプソンとしてのシステム提案を強力に推し進めていくためのノウハウを提供する場とし

て、今まで以上にミナト側との情報交換や市場分析も強化し、各拠点をサポートしていき

たい」と抱負を述べている。 
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 １１月２日にはエプソンのパソコンスクール「ＥＰＳＯＮ ＥＤＵＣＡＴＩＯＮ ＳＹ

ＳＴＥＭ」（通称：ＥＳＳ）が全国７ヶ所で開校した。ＥＳＳは「ノウハウを持っているの

に、社員だけに教えるなんてもったいない」と考えて宣伝部からシステムサポート課に転

籍したばかりの乗附なほみ（後 スクールビジネス課長、 退職）が企画から運営準備ま

で一貫して推進したものである。 

  

 一方、リストラのほうは、拠点の統廃合，定員制、仕事の集中化などのプロジェクトを

起こして推進された。 

 拠点の統廃合は１９９２年度内に次のとおり行われた。 

①名古屋デバイス営業所が名古屋支店へ移転統合された。 

 ②旭川・酒田・岐阜・米子・高松の各出張所と福岡デバイス営業所は拠点統廃合に伴い

業務終了となった。 

 ③長野・立川・沖縄出張所はサテライト拠点に転換された。 

 ④東京第二営業所・西東京営業課は初台本社へ集結した。 

 

 定員制では営業ラインについて一人当たり目標売上高・粗利額等を基準に、許容定員を 

定め、それを目標に人員を削減することになった。例えば、西日本営業統括傘下には１０ 

０名の営業マンがいたが、それを６８名に削減することが求められた。削減された営業マ 

ンは新規プロジェクトに配置転換されることとされた。 

 その一方、システム販売、サービス、サポート体制強化、新規ビジネス立ち上げ円滑化 

を目的として、システムビジネス要員育成教育（通称：ＴＳＢ）が１０月２１日から２２ 

名の受講生を集めて１年間の教育をスタートした。 

 

 リストラの方針は組織・人事および６月の定時株主総会での取締役人事にも反映された。 

 １９９２年３月１日に示達され、４月１日付けで実施された組織変更・人事発令では本 

部制が廃止され、管理部門は経営企画室・総務部・経理部・情報システム部・物流部の５ 

部に簡素化された。 

     経営企画室（室長 望月常務） 

     総務部（部長 河西常務）：総務課・人事課・人材開発課を所管 

     経理部（部長 松沢取締役）：経理課・債権管理課・営業会計課を所管 

     情報システム推進部（部長 宮坂勝一） 

     物流部（部長 矢島 毅） 

営業は営業本部長を土橋社長がじきじきに務め、スタッフ部門は営業管理部・ＰＣ販売 

推進部・ＴＰ販売推進部・民生販売推進部・カスタマサポート部、宣伝部の６部門、営業 

ライン部門は、システム営業統括部、東日本営業統括部・東京営業統括部・西日本営業統 

括部・デバイス営業統括部・技術サービス統括部の６統括部という編成だった。 



20 

 

 

 ６月２９日の定時株主総会では、ドラスチックな役員の削減・入れ替え・役付き役員の

見直しが行われた。その結果、新役員は下記のとおりとなった。 

     取締役社長（代表取締役）  土橋光廣 

     取締役           河西保美 

     取締役           望月俊彦 

     取締役           降旗國臣（新任） 

     取締役           角田義行（新任） 

     取締役           雤宮照夫 

     常勤監査役         服部のぼる 

     監査役           岡本 達（新任） 

 新任取締役の降旗國臣はＰＣ販売推進部長、それ以前はセイコーエプソン電子機器事業

本部副本部長であった。同じく新任取締役角田義行は第一生命保険から転じてきた。取締

役は全員５０歳代半ば、経験豊富で視野の広い重厚な布陣となった。 

 

３．救世主 ＰＣ－４８６ＧＲ 

 （１）苦しいスタート 

 土橋社長に代わった１９９１年末から９２年４・５月まで、エプソン販売には主力のパ

ソコン・プリンタ分野で復活の決め手となるような商品がなかったため、苦しい戦いが続

いた。東京・大阪などの大市場では、量販店のウェイトが高いため、予算未達、前年割れ

の状態だった。量販店では販売構造が変化してハードウェアの売上シェアが低下していた。

ある大型量販店での売上比率の一番目はソフトウェアで３５％、二番目が周辺機器で３

０％、三番目が書籍・サプライ関係で２０％、ＰＣ本体はわずか１５％という状況に変わ

っていた。パソコンは携帯型の主力がラップトップからノートに移り、ここではＮＥＣに

大きく水をあけられていたし、デスクトップの３８６マシンでも決め手に欠けていた。周

辺機器のなかで主力はプリンタだが、ここでもエプソンはページプリンタやインクジェッ

トプリンタ（キヤノンはバブルジェット）でキヤノンの先行を許し、苦戦していた。量販

店のみならず、訪販系でも、例えば大塚商会でのＮＥＣとの比較におけるエプソンのパソ

コン売上シェアは低下していた。理由は「商品力の低下」とはっきりしていた。一方、地

方の販売拠点では善戦健闘しているところもあった。例えば、東日本営業統括部傘下では

秋田・長野・松本などが景気の影響を受けにくい学校関係をターゲットにした「ダイレク

トアプローチ」（他社と連携してシステム提案するケースが多い）で成功していたし、西日

本営業統括傘下では九州・沖縄地域を担当する第三営業部が同様に訪販系・システム系重

視で売上・粗利とも予算を１００％達成していた。その意味で、全社的に「ＣＳ営業」・「Ｍ

Ｋ（マーケティング：４Ｐ）重視」を展開しようとする土橋社長方針は実に的を得ていた。 
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 （２）PC-486GF/GR 登場 

 そんな状況の中、待望のパソコン新製品が６月に発売された。ＰＣ－４８６ＧＦ／ＧＲ

である。３８６ＣＰＵでＮＥＣの後追いとなり、４８６ＣＰＵでもＮＥＣに先行されたエ

プソンだったが、インテルが４８６に関しては高価なセラミックパッケージのほかに、安

価なプラスチックパッケージＣＰＵを発売するという情報をキャッチし、プラスチックパ

ッケージでは一番乗りしようと狙っていた。 

 ＰＣ－４８６ＧＦは４８６ＳＸ／１６ＭＨｚＣＰＵ搭載・２ＦＤＤモデルが￥３４８，

０００、ＰＣ－４８６ＧＲは４８６ＳＸ／２５ＭＨｚＣＰＵ搭載・２ＦＤＤモデルが￥４

５８，０００だった。１月に発表されたＮＥＣのＰＣ－９８０１ＦＡは４８６ＳＸ／１６

ＭＨｚＣＰＵ搭載・２ＦＤＤモデルが￥４５８，０００であったから、エプソン製品の価

格的優位は歴然としていた。しかし、ヒットの決め手となったのは価格ではなかった。当

初、価格的にメリットのあるＰＣ－４８６ＧＦのほうが売れると予想されたが、発売して

みると売れたのはＰＣ－４８６ＧＲの方だった。理由は４８６ＧＲはハイレゾルーション

モード（１１２０×７５０ドット）を標準搭載していた上、オプションの拡張ビデオボー

ド（グラフィックアクセラレータ）を使うと、グラフィックス表示を２倍に高速化でき、

結果として Windows で６４０×４８０/１０２４×７６８ドット表示が可能だったことだ。 

解りやすく言うと、ＮＥＣ９８の６４０×４００ /１１２０×７５０ドット表示では

Windows 上でＤＯＳアプリケーションを動かそうとすると、ＤＯＳアプリをウインドウ（窓

枠）表示できず、画面がＤＯＳアプリに全面切り替えになってしまうのだ。それを知った

日本ＩＢＭはＮＥＣ９８の Windows はウインドウ（窓枠）ではなくドア（扉）だと吹聴し

ていた。それが世界標準のＶＧＡ（６４０×４８０）・ＸＧＡ（１０２４×７６８）表示で

きれば、Windows 上でＤＯＳアプリをウインドウ（窓枠）表示できる。つまりＮＥＣ９８

の世界で Windows を動かし、ＤＯＳアプリを文字通りウインドウ（窓枠）表示で動かせる、

ＮＥＣ９８ユーザー待望のパソコンなのだ。そのパソコンを本家ＮＥＣを出し抜いて互換

機メーカーのエプソンがいち早く実現する、これは快挙だった。 

 

 このことに気がついて、戦略転換を指示したのは、４月からＰＣ事業部長に復帰した木

村登志男だった。４月早々４８６ＧＦ／ＧＲのプレゼンテーションを設計担当者から受け

て、オプションのグラフィックアクセラレーターをつければ、Windows 上でＤＯＳアプリ

をウインドウ（窓枠）表示できると聞いた木村は「それはすごい」と狂喜した。というの

はおよそ１年ほど前、当時の情報機器事業統括土橋専務と一緒に日本ＩＢＭのパソコン営

業責任者からＤＯＳ／Ｖパソコンのレクチャーを受けたときに、ＮＥＣ９８は「ウインド

ウではなくドアだ、扉だ」という悪口をさんざん聞かされていたのだ。早速生産計画を担

当に問い合わせると、月産わずか１５００台だという。「何という馬鹿な計画を！」と怒り

を覚えながら木村は急遽関係部長を招集した。まったく「貧すれば鈍する」である。エプ

ソン販売も PC 事業部も「今、顧客が何を求めているか」まったく理解していない。緊急会
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議で当面の措置として、今調達してある部品の範囲での前倒し生産と、月産５０００台体

制への変更検討を指示したうえで、エプソン販売土橋社長に電話でその事実を報告した。

土橋・木村の関係は、木村の入社以来ずっと上下関係が継続し、いわゆる「親分子分」、「ツ

ーカー」の間柄だった。直接顔を合わせなくとも、電話で十数分話し合っただけで両者の

意見は一致し、意思統一できた。 

 ５月１２日のＰＣ－４８６ＧＦ／ＧＲ発表記者会見で木村は異例の「挨拶状」をマスコ

ミ関係者に配った。「エプソンの目指す互換機とはクローン（ウリ２つの模倣品）ではなく、

プログレス（よりよく進歩・発展したもの）である」という「９８プログレス宣言」であ

る。 

          

（３）GR 効果 

 ＰＣ－４８６ＧＲは予想どおりのヒット商品になった。日本全国から注文が舞い込んだ

が、月産１５００台ベースを１ヶ月分や２か月分前倒し生産したところで、その需要に追

いつくわけはない。「ＧＲが足りない！足りない！の大合唱」、いわゆる「ＧＲ効果」であ

る。１９９２年の夏といえば、８月１１日に東証平均株価が１万５０００円割れし、バブ

ルが崩壊した時である。この年のパソコン出荷台数は前年比４％減となり、２年連続のマ

イナス成長となったが、そういう厳しい状況下でのヒットである。 

それまで赤字に苦しんでいたセイコーエプソンのＰＣ事業部が一気に黒字転換するきっ

かけになったし、決め手のなかったエプソン販売のパソコン商品に軸が出来て営業の前線

も久しぶりに勢いづいた。夏から秋にかけては第一四半期（４月～６月）の不振がうその

ように活況を呈してきた。 

 

PC-486GR は熱烈なエプソンファン・サポーターの心も再び熱く燃え上がらせた。 

PC-286 発売以来、エプソンパソコンのユーザーにはヘビーユーザーや「オタク」が圧倒

的に多かった。互換機メーカーではあっても常に本家 NEC の上をいく仕様・性能を提供し、

本家 NEC がやろうとしなかったラップトップパソコンやノートパソコンでのデスクトッ

プパソコンとの互換性実現などを高く評価してくれていた。パソコン雑誌でも専門家が評

価すれば、エプソン製品に軍配が上がるモデルのほうが圧倒的に多かった。そのエプソン

からしばらくヒット商品が出ない。それにもかかわらず、熱烈なエプソンファンは心底心

配しながら見守ってくれていた。 

７月のある日、秋葉原のラオックス・ザ・コンピュータ館で行われた講演会の講師に招

かれた木村事業部長が話を終えると、早くからきて前列に陣取っていた６～７名の聴講者

が木村に記念撮影を求めてきた。木村が気軽に応じると、写真撮影のあと、今回発売した

PC-486GR こそ自分たちが求めていたパソコンであることや、エプソンが NEC98 互換機

を発売以来エプソンに惚れ込んでいて、新製品が出るとその都度買いたくなってしまうな

どということを口々にまくし立てた。そのなかでも際立って熱心なサポーターがいた。ペ
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ンネーム「エプキチ｣と名乗った。エプキチさんを筆頭とする熱烈なエプソンファンの存在

を知って木村は目頭が熱くなった。「こういうエプソンファンの存在があってエプソンの

PC 事業は成り立っている。絶対にこの人たちを裏切ってはならない」と木村は心に誓った。 

その後エプキチさんグループと木村や PC 事業部幹部・エプソン販売 PC 営業担当者との

交流が継続的に行われるようになる。秋に大阪の上新電機で行われる講演会で木村がスピ

ーチすると聞くと、新幹線に乗って東京から大阪まで花束を抱えて聴講に来てくれたし、

バスを仕立てて大勢で広丘の工場見学にも来てくれた。後年幕張のメッセ会場で行われた

パソコン関係者のシンポジュームのときには、エプキチさんグループが前列に陣取ってく

れた。NEC 高山常務、日本 IBM 堀田事業部長、コンパック・ジャパン村井社長、マイク

ロソフト・ジャパン古川会長など当時のパソコン業界の「スター」が集まるなかで、木村

の発言のときにだけ声援が飛ぶのに気がついた司会の田原総一郎が「木村さんには親衛隊

が付いているんですね」と思わず口にしたほどである。 

 

話があらぬ方向に脱線してしまったが、１１月に入るとさすがの PC-486GR も景気の悪

化と台湾勢も含めた安い DOS/V パソコンの影響を受けて、最初の頃の勢いは尐し弱まって

きた。そのとき、エプソンに思わぬ援護射撃があった。それは“PC of the YEAR”の獲得で

ある。 

 PC-486GR は１１月２６日、ソフトバンク主催の「第一回 PC of the YEAR」で大賞を

受賞した。これはソフトバンクのパソコン情報誌「月刊ＰＣ」とその読者が選んだもので

ある。それに先立つ１０月２７日、第２回マニュアルコンテストで、「PC-486 ファースト

ステップマニュアル」が特別賞を受賞している。ユーザーが初期設定から使用開始までの

部分をわかりやすく簡潔に解説したもので、パソコンも他の家電品のようにわかりやすく、

使いやすいものでなければならないという配慮から作られたものである。 

 

 ノートパソコンについては９月に PC-386NOTE AR/ARC/ARX３機種を発売したが、こ

ちらはインパクトが弱く、４８６GR のようにはいかなかった。 

 

 （４）NEC の逆襲 

 その「ＧＲ効果」も長くは続かなかった。この年の６月アメリカ市場ではコンパックが

従来製品の半値のパソコンを発売し、業界に旋風を巻き起こしていた。いわゆる「コンパ

ックショック」である。セイコーエプソン PC 事業部ではこの流れは日本にも波及するとみ

て、「次の新製品は格安でないと失敗するぞ」と覚悟を決めた。インテルの８０４８６CPU

が主流になると日本 IBM が主導する DOS/V 勢の勢いが増し、市場での低価格化が顕著に

なっていた。敵は NEC だけではなくなっていた。PC 事業部はＧＲの機能をそのまま受け

継ぎ、３０cm×３０cm のコンパクトな本体に４８６SX/２５ＭＨzＣＰＵを搭載した

PC-486P を開発した。問題は値付けだった。NEC がどう出てくるか、関係者で情勢分析す
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るが、NEC の動きはつかめなかった。NEC より先に発表するか、あとに発表するかも問

題だった。NEC の後なら、値付けを変更することもできるが、二番煎じになるのは否めな

い。「先手を取ろう」という結論になって、新春の１月早々に記者発表会を行い、２FDD モ

デル￥２７８，０００で発表した。その１週間後、NEC は満を持して PC-9821MATE シリ

ーズと PC-9801FELLOW シリーズを発表した。MATE はハイレゾモード、S3、ローカル

バス、アップグレード、3 モードの FDD、IDE 規格など、当時の DOS／V の最新規格を

PC－9801 シリーズに組み込んだ高性能マシンだ。グラフィックは標準で DOS／V と同じ

640×480 ドットに対応し、ローカルバス対応のアクセラレータボード A（PC－9821A－E

０１、S3 の最新チップ 86C928 を搭載）を装着すことにより 1024×768 ドット×1677 万

色中 256 表示が可能になった。エプソンの PC-486GR を徹底的に研究し、その上を行くマ

シンとして設計されている。NEC が１９９７年秋に DOS／V／パソコンの NX を発売する

まで、PC－9821 シリーズはこのアーキテクチャーを踏襲する。 

 一方 FELLOW シリーズは思い切った低価格対応をしてきた。DOS/V 陣営に対しても、

一気に価格競争力を取り戻そうという意気込みで設計されたベーシックモデルの本体価格

はエプソンの PC-486P（￥２７８，０００）よりもはるかに安い￥２１８，０００だった。 

 エプソンは２月に入って、上位機種 PC-486GR＋と PC-486GRSuper を発売するが、NEC

の PC-9821MATE の前では影が薄かった。 

 

 １９９３年初頭の NEC との新製品開発競争はエプソンの完敗だった。NEC の立場にな

ってみれば、Windoｗs 対応でエプソンの PC-486GR に完全に遅れを取り、「本家」の面目

を失ったパソコン担当事業部にはトップマネジメントから強烈なプレッシャーがかかった

に違いない。コンピュータメーカーとして時計屋・プリンタ屋のエプソンにいつまで負け

ているわけには行かないのだ。そのあたりの読みがエプソン関係者は甘かった。エプソン

パソコンは再び沈み込み、捲土重来を期さなければならなくなった。 

 

４．プリンタの巻き返し 

 パソコンが４８６P の敗北で沈み込んだ時、代わって台頭してきたのが、プリンタである。

１９９２年１２月にエスパーレーザープリンタ LP-8000、そして１９９３年３月に MACH

テクノロジーによるピエゾ・インクジェットプリンタ MJ-500（A4 対応）と MJ-1000(A3

対応)が発売された。 

 エスパーレーザープリンタ LP-8000 はネットワーク機能重視の A3 サイズプリンタで、

その画質とパフォーマンスが高く評価された。エスパー（ESPER）とは EPSON Solution 

Printer for  NETWORK の略である。LP-8000 が発売される以前は代理店もユーザー

も「レーザープリンタはキヤノン」という意識があったが、LP-8000 を見て代理店はその

性能のよさをすぐに理解した。企業ユーザーにとって機能的にマルチホストに何台もつな

げるネットワーク性のよさは大きなメリットだ。価格も B４対応機並みの￥３９８，０００
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という競争力のあるものだった。ライバルキヤノンにも強い衝撃を与えた。 

 

 MJ-500 /1000 はインクジェットの次世代技術、“MACH”（Multi-Layer Actuator 

Head）テクノロジーを搭載した最初のプリンタである。漢字で１６７cps という高速で、

レーザープリンタに匹敵する高印字品質を実現した。MACH テクノロジーの開発によって

先行する HP 社のサーマルジェット、キヤノンのバブルジェットにまったくひけをとらな

い印字品質、スループット、使いやすさが実現できた。 MJ-500(A4 対応 ) は

¥74,800,MJ-1000(A3 対応)は¥126,000 だった。 

 

 LP-8000 とMJ-500/1000 の発売によってエプソンはようやくキヤノンへの反撃の糸口を

つかんだ。 

 

５．下期緊急対策 

 「GR 効果」で好転していたエプソン販売の業績が１１月度、景気の悪化とパソコン市場

の構造変化から、急に悪化した。日本のパソコン市場はもはや NEC98 陣営の独占状態では

なく、DOS/V 陣営が急速に力を伸ばしていた。日本メーカーばかりではなく、台湾メーカ

ーもそしてアメリカからもコンパックやデルが日本に進出して、価格競争は激化する一方

だった。その上、景気の悪化による総需要の縮小という事態になって、ダブルパンチの厄

介な状況になっていた。このままではせっかく立ち直りかけたエプソン販売の業績が再び

マイナスに転じてしまうと見てとった土橋社長は、経営幹部・スタッフを集め対策を協議

した。定員制で効率化のため縮小した営業ラインではあるが、背に腹は変えられない。こ

こは営業戦力を短期間集中投入することが絶対に必要だと判断し、「下期緊急対策」を決め

た。その準備が終わったところに、年明け１月１８日の NEC の MATE・FELLOW による

逆襲が明らかになり、緊張感は一気に高まった。 

厳しくなった経営状況を克服するため、１月１９日、支援メンバー・受け入れ職場メン

バー双方出席のもと「下期緊急対策（ダイレクトアプローチ・店頭販売支援）」決起大会を

開催した。 

ダイレクトアプローチ作戦では「エンドユーザーローラー」と「代理店ローラー」を行

なった。エンドユーザーローラーには３１名、代理店ローラーには１４名、合計４５名の

支援スタッフが約２ヶ月半その任にあたった。目玉商品はページプリンタ新製品のエスパ

ーレーザーLP-8000 と ED プロジェクトのクライアントサーバーシステム、そして NEC98

互換機と DOS/V 両方のパソコンだった。 

また、店頭販売支援にはセイコーエプソンの新人１７名が１１月から３月まで全日従事

したほか、２月、３月の土日・祭日にはエプソン販売のスタッフ３９名が１８店舗に派遣

された。 

この頃のエプソン販売の販売実績を見ると、パソコンの売上が店頭系と訪販系、５０対
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５０なのに対して、プリンタは店頭系３０対訪販系７０で、訪販系のほうが多かった。だ

からプリンタの場合はダイレクトアプローチのほうが有効な販促策だった。また、パソコ

ンも４８６中心になると企業系ユーザーのウェイトが高まってきていたので、ダイレクト

アプローチがぜひとも必要だった。 

 

１９９２年度は「GR 効果」でいったんは盛り上がったパソコンが、１９９３年１月以降

NEC の逆襲で失速し、「下期緊急対策」でカバーしようと頑張ったが、３月末に締まった

数字は、売上高１，０３８億円、経常損失４．２億円だった。売上高は前年比８８％と減

尐下が、経常損失は前年度の２９．７億円から大幅に改善された。売上内訳は完成品売上

が６３８億円で前年度比９０％、デバイス売上が３９９億円で前年度比８６％だった。パ

ソコンの売上は２９３億円で前年度比９３％、プリンタの売上は１６８億円で前年度比９

０％、それぞれピーク時に較べると、パソコンは６６％（１９９０年度比）、プリンタは８

０％（１９８９年度比）という低落ぶりだった。 

従業員数はリストラの結果、前年度の１０００名超から９００名に減尐した。 

 

第４章 不協和音・社長交代 

 

１．１９９３年度事業計画と新組織体制 

 １９９２年度下期緊急対策はダイレクトアプローチ・店頭販売支援ともに、それなりの

成果はあげたが、前述のとおり、前年度に較べて赤字幅は大幅に縮小したものの、黒字転

換はできなかった。しかし、ソリューションビジネスへの転換、リストラによる固定費の

大幅削減に手ごたえを感じて、１９９３年度、土橋社長は経常利益１０億円必達を目指し

て、キックオフ大会で全社に檄を飛ばすとともに、機会あるごとに職制のあらゆる層に自

らの考え方を噛んで含めるように説いて聞かせた。１９９３年度エプソン販売事業計画の

冒頭に次のように記されている。 

 「■総括 

 景気低迷が長引く中、市場構造の転換に対応して企業変身を図り、エ販再建を確実に成

し得るため、ハードウェア主体の売上拡大にのみ依存するのではなく、ソフト・ソリュー

ション・システムの販売展開・サービス事業の構築などによる粗利益の拡大を図る。一方、

１９９１年より実施している固定費の削減を徹底して行うとともに、将来的な新しい成長

を期するためのビジネス開拓についても体力の許す範囲で取り組む。」 

 「■１９９３年度エ販経営のスタンス 

（１） エ販再建計画の２年次である９３年度においては、利益目標１０億円にチャレン

ジする。 

（売上高・粗利益の確保） 

 （２）市場構造の転換および景気の低迷に対応するため、CS 経営を実現し、商社機能を
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発揮できる販売体制に再編し、粗利益の確保を図る。 

    ●完成品 ― 市場構造の転換に対応するため、高粗利益（質）を確保するシ

ステムビジネス（ソリューション）と、量を確保する単品売り

とを分化した販売展開を行なう。 

    ●デバイス ― デバイス販売体制を再編し、高付加価値デバイスの拡販と単

品デバイス販売の効率化を推進し、利益を確保する。 

 （３）『コンパクト・アンド・ワンピース』による企業変身と事業運営を実現するため、

９２年度に引き続き固定費の削減および変動費率の低減（粗利益のアップ）・トー

タルリードタイムの短縮並びに在庫削減に取り組む。」 

 

 上述のシステムビジネス（ソリューション）と、量を確保する単品売りとを分化した販 

売展開を行なうため、１９９３年４月１日付で組織変更を実施している。 

ソリューションビジネスの推進担当として、「SS 総括部」が設置された。“SS”とは“ソ 

リューションサプライヤー”の略である。SS 総括部長は鶴石悠紀。 

SS 総括部は SS 企画サポート部（部長 鶴石 兼務）、ED ビジネス推進部（部長 向坂

正和）、CAD ビジネス推進部（部長 松本文武：１月に CAD ビジネスのために入社）の３

部編成だった。 

SS 企画サポート部は SS 企画課、SS 販売推進課、システム技術課、EN ビジネス推進課

（ノーランド）、EM ビジネス推進課（ミナトエレクトロニクス）の５課を所管した。 

また単品売りは“MS”（マス・セールス）と称され、その推進役は機器販売推進部（部

長 降旗取締役）に託された。 

 

２．「文明」の衝突 

 土橋社長の SS と MS は両立させなければならないという説明は正論である。しかし、従

業員数が減ったとはいえ、９００人前後の販売組織では、社長の考え方を噛み砕いて伝え、

下部まで浸透させるのは容易なことではない。セイコーエプソンにいたならば、土橋社長

の手足となって動く「伝道師」役が何人もいて、その人たちがコミュニケーションを増幅

させて新しい考え方を下部に浸透させることもできたであろう。しかし、エプソン販売で

は山根顧問に伝道師役を期待することはできないし、SS 統括部幹部がエプソン販売文化を

知らない部課長中心であれば、伝道師役を頼むほうが無理である。 

それぞれの立場の人がお互いに一生懸命でも、生身の人間たちのやることであり、かつ、

新旧勢力それぞれの思いもある。「正論」を頭で理解できても、現実に直面すると、矛盾・

葛藤が出てきた。 

 例えば、ソリューション・ビジネスを推進せよというので、女性事務職をインストに転

換させたある営業所では、さてこれからという時に、定員制で人員削減を迫られ、せっか

くインストに仕立てようとしていた女性スタッフを本社に配転させなければならなくなっ
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てしまった。そうなると、尐なくなった人員では元のハードウェア「箱売り」で売上・粗

利益の確保する以外にやりようがなくなってしまったという。 

 また、ソリューション・ビジネスの実質的指揮官となった山根顧問は土橋社長の意向を

受けて、システムビジネス要員育成教育（通称 TSB）の責任者や CAD ビジネスの責任者

を中途採用する。採用された責任者たちは当然やる気満々、張り切って入社してくるわけ

だが、定員制で営業現場から配置転換されたスタッフは高度な要求についていけないこと

も多い。また、戦力を削減された営業現場は、本社スタッフの指示をこなしきれない等々

のことが、頻繁に起きた。 

 SS をもっと伸ばそうと山根顧問が出すアイデアや指示は鶴石 SS 総括部長に下りてくる

わけだが、次から次にでてくる指示を限られた戦力の SS 総括部ではこなしきれない。そう

なると SS ビジネスグループ内でも不協和音が高まってきた。 

 ジュニアボードは本来土橋社長の諮問機関としてスタートしたものであるが、また本来

そうあるべきものであるが、一期３ヶ月で交代するはずのメンバーが固定化されると、当

初うまく行った実績が仇となり、「審議決定機関」の様相を帯びてくる。「ジュニアボード

できまりました」という発言が度重なると、本来の審議決定機関である「経営会議」メン

バーは穏やかでは居られなくなる。それもうまくいくなら我慢できようが、当初は、前述

のような全社プロジェクトとなる良い提案があったが、次第に小粒で、首をひねるような

案件が増えてくる。一件一件は小額の投資でも数が集まれば、あっという間に年間１０億

円、２０億円という投資になる。取締役として経営責任がある「経営会議」メンバーには

フラストレーションがたまってきていた。 

 

 １９９３年に入ってからの商品供給面での変化はプリンタの商品力が急速に高まってき

たことである。前述のエスパーレーザープリンタ JP-8000、マッハジェットプリンタ

MJ-500/MJ-1000 に続いて、５月にはエスパーレーザープリンタ LP-1500 が発売され、前

年度までの不振を一気に払拭する勢いが出てきていた。 

また、パソコンは４８６P で一敗血にまみれたものの、６月にはアップグレード・ノート

パソコン“UG NOTE PC-486NOTE AS”（通称 NAS;ナス)が発表され、大きな反響を

呼んでいた。 

「Windows 君、成長する。一太郎君、成長する・…‥」で始まる CM を展開した「UG  

NOTE PC－486NOTE AS」。アップグレードを約束する３つのポイントは下記のとおりで

あった。 

●１つ目は[CPU」。6／15 発表の時点では未発表だったインテル製の最新 486SX－

25MHZ（SL エンハンス）を搭載。さらに、CPU モジュールの交換で 486DX2 ヘアップグ

レード。 

●２つ目は、NOTE 初の「拡張ビデオボード」。GR 以来好評の拡張ビデオボードを NOTE

にも内蔵できるようになった。その秘密は、奥側の FDD がお客様の手で交換可能になった
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こと。FDD を外すと L スロットになる。 

●３つ目は「液晶交換」。前機種 AR で好評のアップグレード。今回はアップグレードで

きるカラーパネルにWINDOWSに最適の480ライン対応のTFT/STNの2種類を用意した。 

 

UG NOTE PC-486NOTE AS,俗称「ナス」はエプソンとしては初めてと言って良いノー

トパソコンのヒット商品なった。軸となる商品がなくて弱っていた MS 営業グループにと

ってプリンタとパソコン両方で軸になる商品が出てきたことはまさに「干天の慈雤」だっ

た。MS ビジネスがリストラの効果もあって採算ラインに乗るようになると、MS 営業グル

ープは投資が先行して赤字が続く SS 営業グループに改善・対処を求めるようになるのは自

然の流れである。 

 

 ５月・６月の頃になると SS 偏重の弊害を危惧する声がセイコーエプソン本社役員へも伝

わるようになってきた。なかにはエプソン販売社員がセイコーエプソン役員に直訴するケ

ースもあった。事態を憂慮した安川社長は管理部門担当の入江専務に指示して、改善策を

検討させた。入江専務は広丘事業所に情報機器事業統括を復活させ、国内営業に関しては

生販一体となるようシャドー組織をつくるという案を策定した。具体的には、情報機器事

業統括傘下にプリンタ事業部・電子機器事業部からそれぞれの営業機能を切り出した機器

国内営業本部を設け、エプソン販売の当該部門と一体化させて、その共通の責任者に木村

登志男取締役を充てるという案である。セイコーエプソン専務会での審議の結果、同様の

シャドー組織は、デバイス事業統括傘下の営業組織や、本社管理部門組織にも適用し、セ

イコーエプソン・エプソン販売の一体経営を推進することになった。 

 

３．エプソン販売新役員体制と創立１０周年 

 セイコーエプソン・エプソン販売の生販一体体制確立という方針決定により、６月２９

日のエプソン販売定時株主総会で、セイコーエプソン情報機器営業責任者の木村登志男と、

同じくデバイス営業責任者の岩谷勝弥がエプソン販売取締役に選任された。 

 

 新役員体制発足の２日後の７月１日、エプソン販売は創立１０周年を迎えた。１０年前

の 1983 年７月１日、当時の（株）諏訪精工舎とエプソン（株）の国内販売機能を一手に引

き継ぎ、わずか２３０名ほどの従業員でスタートした会社がリストラの渦中にあるとはい

え、売上１０００億円超、従業員９００名弱の企業に成長した。本来ならば何かセレモニ

ーをして、みんなで祝福するところであろうが、土橋社長は「何のイベントもない１０周

年の意味を噛み締めるということも意義あること」として、リストラクチャリング計画を

成功させるために、全社一丸となって、一つにはスリム化・効率化・スピードアップによ

るコスト競争力の強化と、さらにもう一つ知恵の嵐による付加価値の創造、ニュービジネ

スの開拓による売上・利益の確保に取り組むよう訴えた。 



30 

 

 エプソン販売は社内報「エソール」で「前編」と「後編」２回にわたり１０周年記念の

大特集記事を組み、社員の記憶にとどめる努力をした。また、記念のテレフォンカードを

全役員・社員に配布した。 

 

４．突然の社長交代 

 新役員体制が発足し、創立１０周年を何のイベントもなしに通過した後、MS 営業グルー

プを後押しする商品が、８月に発売される。デスクトップパソコン“UG  DESKTOP 

PC-486SE/SR”である。２月以来７ヶ月、臥薪嘗胆した電子機器事業部は PC-486P の失敗

を反省し、「マッキントッシュの使いやすさと DOS/V のコストパフォーマンスを９８アー

キテクチャーで実現する」という“９８プログレス”の理念を掲げ、思い切った低価格に

挑戦した。ローエンドの PC-486SE（４８６SX/25MHｚ）は市場予想をはるかに下回る

¥158,000 という価格設定にした。上位機種の PC-486/SR（486SX/33MHz）も¥218,000

という低価格で、「時代最先端の Windows を最適に動かせる環境」を「DOS/V の価格」で

提供しようとした。 

 また、その１ヶ月後に、「ペンティアム時代にはいっても安心して使える未来性能保証マ

シン」と銘打った“UG  DESKTOP P スクウェア PC-486HX/HG”シリーズが発売され

た。これはペンティアム・オーバードライブ・プロセッサーをソケットに差し込むだけで、

未来の CPU といわれる「ペンティアム」にアップグレード可能な高性能パソコンである。 

 エプソンのパソコンはアップグレードコンセプト（通称 UG）でよみがえった。 

 

 新体制で走り出したエプソン販売であるが、エプソン販売社内の SS と MS にまつわる不

協和音は完全には消えなかった。MS サイドに立てば、パソコン・プリンタでそろって競争

力のある商品が出てきて、それを軸に展開すれば、黒字転換のメドが付くというのに、そ

の黒字が SS への先行投資ですべて食いつぶされてしまっては、黒字転換が遠のくばかりで

はないかという言い分になる。SS サイドに立てば、ハードだけではやがて食えなくなる、

今から先行投資して企業体質を転換しなければ、長期的な発展はありえない、という言い

分になる。 

セイコーエプソン事業部門とエプソン販売の生販一体体制推進によるセイコーエプソン

商品拡販を求める安川社長は土橋社長の SS 重視路線が理解・納得できず、両者の確執は日

増しに深まっていった。安川社長は期半ばで異例ではあるが、エプソン販売社長交代を決

断した。１０月１日、エプソン販売の社長は土橋光廣から木村登志男に交代する。 

 土橋社長にすれば、自ら構想し、自信をもって進めていたリストラクチャリング計画が

進行途上にあり、それが理解されない、納得しがたい突然の交代であったに違いない。 

 

 このケースを締めくくるにあたり、岡本社長が悪戦苦闘し、土橋社長がリストラクチャ

リング計画に取り組んだ、１９９０年度から１９９２年度まで３年間のエプソン販売の業
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績推移を紹介しておこう。 

 

 年度      売上高（うち完成品売上高・比率）         経常利益 

 １９９０年度  １２７４億円（完成品８３０億円・６５．１％）  －８．８億円 

 １９９１年度  １１７９億円（完成品７１０億円・６０．２％） －２９．７億円 

 １９９２年度  １０３８億円（完成品６３８億円・６１．５％）  －４．２億円 

 

 ちなみに、創業以来の累積損失は１９９２年度までで４２億円となった。 

 親会社セイコーエプソンも、１９９１年度・１９９２年度はとくに業績の厳しいときで

あり、エプソン販売は１９９３年度以降、その累積損失の自力解消へ向けて努力を傾注す

ることになる。 

 

以上 
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